第１３章　金融
概況
　昭和52年度の日本経済は、景気回復過程の３年目に当たり、年度後半には景気に明るさの拡大がみられるものの、全体としては、景気の回復感が浸透せず、業種間で業況にアンバランスが目立った。又、経常収支の黒字幅拡大に伴って、円の対ドル相場が急激かつ大幅な上昇を示し、先行き不安を高めた。
　これを金融面からみると、50年度以降進められてきた金融緩和政策は、52年に入って一層進展した。公定歩合は52年３月以来、４月、９月、53年３月と4度にわたって通算3.0パーセント引き下げられ、その水準は3.5パーセントと終戦直後の混乱期を除き戦後最低を記録した。これに伴って市中貸出金利の低下が急速に進行し、金融の緩和感が全般的に広がった。
　一方、企業金融の動きをみると、民間設備投資が一部の企業を除いて依然停滞したのに加えて、在庫調整が年後半から比較的順調に進展し、更に、企業が金融面での減量経営を推し進めたことなどが影響して、企業の資金需要は総じて鎮静化の度合を深めた。この結果、金融機関の預金、貸出は不振を続け、経済全体の流動性の水準をあらわすマネー・サプライの伸びは低率のままで推移した。
日銀券
　日本銀行大阪支店勘定による通貨の動向は、例年通り６月、12月のボーナス期にそれぞれ1,438億円、3,492億円の出超を記録し、53年１月には納税等の関係から1,495億円の入超があったものの、年度全体を通しては7,601億円の出超（対前年度比373億円、5.2パーセントの増加）となった。
預金
　大阪銀行協会社員銀行の52年12月末現在の総預金は15兆2,372億円、実質預金は14兆655億円となり、51年末に比べて総預金が１兆300億円（7.2パーセント）、実質預金が１兆845億円（8.4パーセント）増加したが、51年の伸び（総預金10.9パーセント、実質預金12.1パーセント）を下回った。これは、法人預金が金融面からの減量経営を進め、預金よりも短期有価証券保有など他の金融資産運用を図ったことに加え、個人預金も金利選好意識の高まりから、資産保有を郵便貯金等に多様化させたためと思われる。
貸出
　年間を通して、ボーナス資金、決算資金などを中心に根強い資金需要があるうえ、市中金利が大幅に引き下げられ、金融緩和が一層定着したにもかかわらず、企業の資金需要が鎮静化傾向を強め、借入返済や借入圧縮を行うなど減量経営を積極的に推し進めたため、52年末現在の貸出残高は16兆7,676億円と51年末に比べて8.0パーセント（1兆2,401億円）増にとどまった。
　業種別にみると、製造業が総額の38.3パーセントを、卸売業・小売業が同31.7パーセントを占めている。又資金別では、総額の約８割が運転資金として貸出されているが、建設業、卸売業・小売業ではその割合は90パーセント以上に達している。
手形交換高
　52年中の手形交換高は7,054万枚、金額にして159兆1,455億円に達し、51年に比べて枚数が44万枚、金額が約10兆円増加した。しかし、全国に占める割合は16.6パーセント、17.4パーセントとなっているが、年々低下傾向にある。一方、不渡手形は31万４千枚、2,548億円となり、51年よりも約５万枚、約600億円増加した。これは、金融市場が緩和基調にあるにもかかわらず、なお、企業倒産が高水準にあることを物語っている。
株式売買高
　52年の株式市場は、円相場の高騰、史上最高を記録した信用取引買残高、相次ぐ景気刺激策などにもかかわらず、回復の進まない国内景気を反映して、年前半はもみ合い商状を続けたが、年央過ぎからは活況裏に目ざましい上げ相場を展開した。しかし、年後半は急激な円高相場による景気の先行懸念から市況は軟調に推移した。
　52年中の取引高は第１部、第２部あわせて約107億株、約定代金は３兆1,337億円となり、51年に比べて株数で約12億株増加したが、約定代金は２千億円減少した。又、300種株価指数（43年１月４日を100とする）は327.26となり、48年以来の高率を示した。
